
（４）【投資法人の機構】

　本投資法人の統治に関する事項及び投資法人による関係法人に対する管理体制の整備状況は、主として以下

のとおりです。

①　投資主総会

（イ）投信法又は規約により定められる本投資法人に関する一定の事項は、投資主により構成される投資主

総会において決定されます（投信法第89条第１項）。投資主総会の決議は、原則として、発行済投資

口の過半数の投資口を有する投資主が出席し、その議決権の過半数をもって決議されます（投信法第

93条の２第１項、規約第11条第１項）が、規約の変更（投信法第140条）等一定の重要事項について

は、発行済投資口の過半数の投資口を有する投資主が出席し、出席した当該投資主の議決権の３分の

２以上に当たる多数による決議（特別決議）を経なければなりません（投信法第93条の２第２項）。

但し、投資主が投資主総会に出席せず、かつ、議決権を行使しないときは、当該投資主は、その投資

主総会に提出された議案（複数の議案が提出された場合において、これらのうちに相反する趣旨の議

案があるときは、当該議案のいずれをも除き、また、投信法第104条第１項（役員及び会計監査人の

解任）、第140条（規約の変更）（但し、みなし賛成に関連する規定の策定又は改廃に限りま

す。）、第143条第３号（解散）、第205条第２項（資産の運用に係る委託契約の解約に対する同意）

又は第206条第１項（資産の運用に係る委託契約の解約）に係る議案を除きます。）について賛成し

たものとみなされます（投信法第93条第１項、規約第14条第１項、同条第２項）。

（ロ）本投資法人の資産運用の対象及び方針は、規約に定められています（規約第７章）。したがって、か

かる規約中に定められた資産運用の対象及び方針を変更する場合には、上記のとおり投資主総会の特

別決議が必要となります。

（ハ）また、本投資法人は、本資産運用会社との間で資産運用委託契約を締結し、本投資法人の資産の運用

に係る業務を委託しています（投信法第198条、規約第42条第１項）。本資産運用会社が資産運用委

託契約を解約するためには本投資法人の同意を得なければならず、執行役員はかかる同意を与えるた

めに原則として投資主総会の承認を得ることが必要になります（投信法第205条第１項及び第２

項）。また、本投資法人が資産運用委託契約を解約する場合にも、原則として投資主総会の決議が必

要です（投信法第206条第１項）。

（ニ）投資主総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、役員会の決議に基づき執行役員が１人の場合は

当該執行役員が、執行役員が２人以上の場合は役員会においてあらかじめ定めた順序に従い執行役員

の１人が、これを招集します（規約第９条第１項）。投資主総会は、2017年７月１日及び同日以後遅

滞なく招集し、以後、隔年ごとの７月１日及び同日以後遅滞なく招集します（規約第９条第２項第一

文）。また、必要があるときは随時投資主総会を招集します（規約第９条第２項第二文）。

（ホ）投資主総会を招集するには、執行役員は、投資主総会の日の２ヶ月前までに当該日を公告し、当該日

の２週間前までに、投資主に対して、書面をもってその通知を発することとします（投信法第91条第

１項、規約第９条第３項本文）。但し、規約第９条第２項第一文の定めに従って開催された直前の投

資主総会の日から25ヶ月を経過する前に開催される投資主総会については、当該公告を要しないとさ

れています（投信法第91条第１項但書、規約第９条第３項但書）。なお、投資主総会招集通知には、

会議の目的たる事項を記載し、通知に際しては議決権の行使について参考となるべき事項を記載した

書類等を交付します（投信法第91条第３項、同条第４項）。

（ヘ）規約第９条第２項第一文の規定に基づき投資主総会を招集する場合には、2017年４月末日及び以後隔

年毎の４月末日の最終の投資主名簿に記載又は記録された投資主をもって、かかる投資主総会におい

て権利を行使することができる投資主とします（規約第15条第１項第一文）。本投資法人が規約第９

条第２項第二文の規定に基づき投資主総会を招集する場合には、かかる投資主総会において権利を行

使することができる投資主は、原則として、本投資法人が役員会の決議により定め、法令に従いあら

かじめ公告する基準日現在の最終の投資主名簿に記載又は記録された投資主とします（規約第15条第

１項第二文）。

（ト）投資主総会の議長は、執行役員が１人の場合は当該執行役員が、執行役員が２人以上の場合は役員会

においてあらかじめ定めた順序に従い執行役員の１人が、これに当たります。但し、議長たる執行役

員に事故がある場合は、役員会においてあらかじめ定めた順序に従い、ほかの執行役員又は監督役員

の１人がこれに代わります（規約第10条）。

②　執行役員、監督役員及び役員会

（イ）執行役員は、本投資法人の業務を執行し、本投資法人を代表して本投資法人の業務に関する一切の裁

判上又は裁判外の行為をする権限を有しています（投信法第109条第１項及び第５項、会社法（平成

- 10 -



17年法律第86号、その後の改正を含みます。以下「会社法」といいます。）第349条第４項）。但

し、投資主総会の招集、一般事務受託者への事務の委託、資産運用委託契約又は資産保管委託契約の

締結又はこれらの契約内容の変更、本資産運用会社からの資産運用委託契約の解約への同意その他投

信法に定められた重要な職務の執行については、役員会の承認を受けなければなりません（投信法第

109条第２項）。監督役員は、執行役員の職務の執行を監督する権限を有しています（投信法第111条

第１項）。また、役員会は、重要な職務の執行に関する前記の承認権限を有するほか、投信法及び規

約に定める権限並びに執行役員の職務の執行を監督する権限を有しています（投信法第114条第１

項）。

（ロ）執行役員は１人以上、監督役員は２人以上（但し、執行役員の数に１を加えた数以上とします。）と

します（投信法第95条第２号、規約第16条）。

（ハ）執行役員及び監督役員は、法令に別段の定めがある場合を除き、投資主総会の決議をもって選任しま

す（投信法第96条第１項、規約第17条第１項）。

（ニ）執行役員及び監督役員の任期は、就任後２年とします。但し、投資主総会の決議によって、法令に定

める限度において、その期間を延長又は短縮することを妨げられません（投信法第99条第１項、同法

第101条第１項但書）。また、補欠又は増員のために選任された執行役員又は監督役員の任期は、前

任者又は在任者の残存期間と同一とします（規約第17条第２項）。

（ホ）補欠の役員（執行役員及び監督役員をいいます。以下同じです。）の選任に係る決議が効力を有する

期間は、当該決議がなされた投資主総会（当該投資主総会において役員が選任されなかった場合に

は、その直前に役員が選任された投資主総会）において選任された被補欠者である役員の任期が満了

する時までとします。但し、投資主総会の決議によってその期間を短縮することを妨げないものとし

ます（投信法第96条第２項、会社法第329条第３項、投信法施行規則第163条第３項、規約第17条第３

項）。

（ヘ）役員会の決議は、法令又は規約に別段の定めがない限り、議決に加わることができる構成員の過半数

が出席の上、出席者の過半数の議決によって行います（規約第22条第１項）。

（ト）役員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、執行役員が１人の場合は当該執行役員が、執行役員

が２人以上の場合は役員会においてあらかじめ定めた順序に従い執行役員の１人がこれを招集します

（投信法第113条第１項、規約第20条第１項）。

（チ）役員会招集権を有しない執行役員及び監督役員は、投信法の規定に従い、役員会の招集を請求するこ

とができます（投信法第113条第２項、第３項、規約第20条第２項）。

（リ）役員会の招集通知は、役員会の日の３日前までに執行役員及び監督役員の全員に対して、発するもの

とします。但し、執行役員及び監督役員の全員の同意を得て、招集期間を短縮し又は招集手続を省略

することができます（投信法第115条第１項、会社法第368条、規約第20条第３項）。

③　会計監査人

（イ）会計監査人は、法令に別段の定めがある場合を除き、投資主総会の決議によって選任します（投信法

第96条第１項、規約第24条）。

（ロ）会計監査人の任期は、就任後１年経過後に最初に迎える決算期後に開催される最初の投資主総会の終

結の時までとします。なお、会計監査人は、投資主総会において別段の決議がされなかったときは、

その投資主総会において再任されたものとみなします（投信法第103条、規約第25条）。

（ハ）会計監査人は、本投資法人の計算書類等の監査を行うとともに、執行役員の職務の執行に関し不正の

行為又は法令若しくは規約に違反する重大な事実があることを発見した場合における監督役員への報

告その他法令で定める業務を行います（投信法第115条の２第１項、同法第115条の３第１項等）。

④　資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者

（イ）本投資法人は、投信法に基づき、資産の運用に係る業務を本資産運用会社へ、資産の保管に係る業務

を資産保管会社へ委託しています。本投資法人は、資産の運用及び保管に係る業務以外の業務に係る

事務で投信法により第三者に委託しなければならないとされる事務については第三者へ委託していま

す。

（ロ）本投資法人の資産運用を行う本資産運用会社に係る、本書の日付現在における運用体制については、

後記「第二部　投資法人の詳細情報／第４　関係法人の状況／１　資産運用会社の概況／（２）運用

体制」をご参照ください。

⑤　内部管理及び監督役員による監督の組織、人員及び手続

本投資法人は、その「役員会規程」において、役員会を３ヶ月に１回以上開催することと定めています。
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本投資法人の役員会においては、執行役員及び監督役員が出席する（本投資法人は役員会の議事録の作成等

のため機関運営事務受託者を同席させることができます。）ほか、本資産運用会社が臨席の上、業務執行状

況及び本資産運用会社による業務執行状況等について執行役員が報告を行い、本資産運用会社は執行役員が

報告を行うに当たり補足説明等の補助業務を担うとともに監督役員から資産運用業務の状況等に関して報告

を求められた場合はこれに応じることにより、役員会を通じた管理を行う内部管理体制を確立しています。

また、本書の日付現在、本投資法人の監督役員には、弁護士１名、公認会計士１名の計２名が選任されてお

り、各監督役員は、これまでの実務経験と見識に基づき、執行役員の職務執行につき様々な見地から監督を

行っています。

⑥　内部管理、監督役員による監督及び会計監査の相互連携

　各監督役員は、本投資法人の役員会において、執行役員から業務執行状況並びに本資産運用会社による資

産運用状況、コンプライアンス及びリスクに関する事項について報告を受け、役員会に臨席する本資産運用

会社に必要に応じてこれらの事項につき報告を求めます。一方、会計監査人は、決算期毎に本投資法人の計

算書類等の監査を行い、これらの承認を付議する役員会に先立ち監査報告会を開催し、監査内容を執行役員

及び監督役員に報告し、また、会計監査報告を作成することに加え、その職務を行うに際して執行役員の職

務の執行に関し不正の行為又は法令若しくは規約に違反する重大な事実があることを発見したときには、遅

滞なくこれを監督役員に報告する職務を担っています。

⑦　投資法人による関係法人に対する管理体制の整備の状況

　本資産運用会社については、本資産運用会社の利害関係人等との不動産等の取得・売却・管理の委託及び

賃貸を行う際には、当該取引の内容を記載した書面を本投資法人へ交付するものとされています。

　その他の関係法人については、本資産運用会社を通じて、その業務の状況についての掌握を図っていま

す。

⑧　投資運用の意思決定機構及び投資運用に関するリスク管理体制の整備の状況

　後記「第二部　投資法人の詳細情報／第４　関係法人の状況／１　資産運用会社の概況／（２）運用体制

／③　投資運用の意思決定機構」及び同「⑥　リスク管理体制」をご参照ください。
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